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PTA 1747 467 26.7%
10,488 3,786 36.1%
ここで 1 つ留意点を示しておきたい。アクターを 3 つに分類することは，同じ分類に入る 2 者の
意見が一致することを前提としていない。教育委員会という首長部局から相対的に独立した機関で
活動する教育委員長及び教育長，選挙という民主的統制を受ける首長及び議員，日頃学校に関わっ
て活動する校長及び PTA 会長を概念上分類している。実際，後述するように 3 アクターの中でも意
見，利害は必ずしも一致していない。
本稿は数量的データとして，2010 年 5 〜 8 月に全国 1,750 市町村悉皆（2010 年 4 月 1 日時点）
で，1 市町村あたり 6 者を対象に実施した「教育政策形成および地方教育行政の在り方に関するアン
10A-402-阿内.indd   157 13/03/07   15:00
地方教育ガバナンスと影響力関係　―市町村教育政策形成過程における影響力構造と黙示的権力（阿内）158
ケート」を使用する。調査対象は市町村の教育長，教育委員長，首長，議会文教関係委員会委員長，
当該市町村立小学校の内無作為に選んだ 1 校の校長と同校の PTA 会長の 6 者である 3。配布総数は






























いて教育委員会以外のアクターの参加を前提とした研究は，個別のアクターと教育政策の 1 対 1 関









響力の問 5 を中心に分析する。影響力の問は質問紙を配布した 6 者以外の影響力も尋ねているが，本
稿は質問紙を配布した 6 者相互の影響力構造を明らかにすることに焦点化し，これ以外の影響力構
造については分析から外している。影響力の質問は基本計画，統廃合計画それぞれに設けイシュー
間の違いを比較できるように設計した。6 者における影響力の設問は，図 2 に示したように，6 角形






影響力他認，及び自認の問に関する基礎的なデータは図 3 〜 5 に示す通りである。影響力の最大
値は 4，最小値は 1 だが平均が 1 点台にとどまった項目はなかった。影響力他認の図 3，及び図 4 は
縦軸が被評価者でありそのアクターの影響力がどう評価されたかを示している。なお，影響力他認
では自らの影響力を評価する設問がないため，自らの影響力のグラフは表示されていない。













































































3.73 3.09 2.87 2.50 2.61 2.61 
-0.27*** -0.09 -0.03 -0.44*** -0.10 
0.03 -0.16* 0.04 -0.42*** 0.02 
-0.04 -0.24*** 0.04 -0.5*** -0.16 
0.09 -0.2** -0.21** -0.47*** 0.02 
0.04 -0.22*** -0.59*** -0.3*** 0.35** 
0.12  -0.28** -0.38*** -0.15 -0.52*** 
0.05 -0.24*** -0.29*** -0.08 -0.47*** 0.03 
( p<.1 * p<.05 ** p<.01 *** p<.001) (t )
PTA  
3.56 3.04 3.22 2.65 2.39 2.68 
-0.22** -0.01 -0.15*** -0.46*** -0.34** 
0.00 -0.17* -0.35*** -0.33** -0.43** 
-0.06 -0.32*** -0.25*** -0.48*** -0.52*** 
0.01 -0.21** -0.14  -0.32** -0.17 
-0.06 -0.27** -0.46*** -0.63*** -0.07 
0.04 -0.26** -0.22* -0.32*** -0.41** 
-0.02 -0.25*** -0.20** -0.34*** -0.40*** -0.31** 
( p<.1 * p<.05 ** p<.01 *** p<.001) (t ) 
表 2　影響力自認と他認の差（基本計画）
表 3　影響力自認と他認の差（統廃合計画）
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(* p<.05 ** p<.01 *** p<.001)



























が議論されることを妨げるという Bachrach と Baratz（1970）の非決定権力論もなお不十分（「二次
元的権力観」）として退ける。Lukes によれば多元主義者，非決定権力論者らは権力表出の捉え方に
差があるものの，共に「観察可能な衝突」（1974:22）の存在を前提としている点で不十分であるという。
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(* p<.05 ** p<.01 *** p<.001)
表 5　直接参加の有無と影響力他認の変動




























和 31 年 11 月 17 日付文初財第 503 号），文部省初等中等教育局長，管理局長通達（昭和 48 年 9 月 27 日付文初財第
431 号）において，学校統廃合の推進と留意事項が通知されている。
2　共同設置の教育委員会があり市町村数と一致しない。また教育長，教育委員長調査で回収された調査票の内，それ
ぞれ 1 つずつが自治体名不明であっため両者の集計母数は 1 増（=1748）となる。
3　それぞれの分類で重要と考えられるアクターから，調査票が配布可能な者を選択した。例えば，無作為抽出した学
校の校長ではなく，校長会への配布も検討したが，全市町村での送付先を把握することは不可能だった。また，も







5　選択肢は 4 段階の尺度＋「わからない」，「関与していない」の 6 つ。なお，分析では「わからない」「関与していない」
は欠損値として扱った。
6　表 6　影響力他認（基本計画）基礎統計（縦軸が評価者，横軸が被評価者。）
 3.36(n=254) 2.96(n=251) 2.53(n=233) 3.05(n=272) 2.70(n=105) 
3.7(n=260)  3.03(n=237) 2.46(n=231) 3.03(n=251) 2.58(n=101) 
3.78(n=229) 3.34(n=230)  2.45(n=217) 3.11(n=246) 2.76(n=86) 
3.64(n=211) 3.29(n=210) 3.07(n=203)  3.08(n=221) 2.59(n=87) 
3.69(n=253) 3.31(n=237) 3.46(n=235) 2.80(n=218)  2.26(n=103) 
3.61(n=238) 3.38(n=228) 3.24(n=221) 2.64(n=208) 3.13(n=237) 
　 表 7　影響力他認（統廃合計画）基礎統計（縦軸が評価者，横軸が被評価者。）
 3.22(n=188) 3.18(n=201) 2.78(n=201) 2.88(n=180) 2.99(n=124) 
3.57(n=290)  3.39(n=199) 2.99(n=197) 2.73(n=173) 3.11(n=120) 
3.64(n=282) 3.37(n=178)  2.90(n=194) 2.87(n=175) 3.21(n=114) 
3.57(n=260) 3.25(n=174) 3.36(n=188)  2.71(n=168) 2.85(n=115) 
3.64(n=291) 3.31(n=179) 3.68(n=193) 3.27(n=189)  2.76(n=122) 





 PTA  
3.73(n=271) 3.09(n=215) 2.87(n=215) 2.5(n=125) 2.61(n=161) 2.61(n=71) 
3.56(n=244) 3.04(n=156) 3.22(n=178) 2.65(n=142) 2.39(n=99) 2.68(n=73) 
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